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第１ 運営指導について 

 

Ⅰ 運営指導方針 

 

 

 

 

 

 

１ 運営指導の指導（指摘）根拠 

指定障害福祉サービス事業者等が事業を実施するに当たっては、法令・通知等の規定を遵守

する必要があります。 

 

国省令 国告示 県条例 県規則

人員・
設備・
運営関
係

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づく指定障害
福祉サービスの事業
等の人員、設備及び
運営に関する基準
(H18.9.29厚生労働省
令第171号)

－

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づき指定障害
福祉サービスの事業
等の設備及び運営に
関する基準等を定め
る条例(H24.12.27茨
城県条例第73号)

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づき指定障害
福祉サービスの事業
等の設備及び運営に
関する基準等を定め
る条例施行規則
(H25.3.30茨城県規則
第31号)

報酬関係 －

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づく指定障害
福祉サービス等及び
基準該当障害福祉
サービスに要する費
用の額の算定に関す
る基準(H18.9.29(厚
生労働省告示第523
号)

－ －

人員・
設備・
運営関
係

児童福祉法に基づく
指定通所支援の事業
等の人員、設備及び
運営に関する基準
(H24.2.3厚生労働省
令第15号)

－

児童福祉法に基づき
指定障害児通所支援
の事業の設備及び運
営に関する基準等を
定める条例
(H24.12.27茨城県条
例第71号)

児童福祉法に基づき
指定障害児通所支援
の事業の設備及び運
営に関する基準等を
定める条例施行規則
(H25.3.30茨城県規則
第29号)

報酬関係 －

児童福祉法に基づく
指定通所支援及び基
準該当通所支援に要
する費用の額の算定
に関する基準
(H24.3.14厚生労働省
告示第122号)

－ －

障害福祉
サービス
事業所

障害児通
所支援事
業所

 

 

 

 

 

◆ 運営指導は、県指定の事業者に対して、サービス内容や給付費の請求に関す

る事項について、事業者の事業所において実地により必要な指導・助言を行う

ものです。 
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国省令 国告示 県条例 県規則

人員・
設備・
運営関
係

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づく指定障害
者支援施設等の人
員、設備及び運営に
関する基準(平成18年
9月29厚生労働省令第
172号)

－

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づき指定障害
者支援施設等の設備
及び運営に関する基
準等を定める条例
(H24.12.27茨城県条
例第74号)

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づき指定障害
者支援施設等の設備
及び運営に関する基
準等を定める例施行
規則(H.25.3.21茨城
県規則第11号)

報酬関係 －

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づく指定障害
福祉サービス等及び
基準該当障害福祉
サービスに要する費
用の額の算定に関す
る基準(H18.9.29(厚
生労働省告示第523
号)

－ －

人員・
設備・
運営関
係

児童福祉法に基づく
指定障害児入所施設
等の人員、設備及び
運営に関する基準
(H24.2.3厚生労働省
令第16号)

－

児童福祉法に基づき
指定障害児入所施設
の設備及び運営に関
する基準等を定める
条例(H24.12.27茨城
県条例第72号)

児童福祉法に基づき
指定障害児入所施設
の設備及び運営に関
する基準等を定める
条例施行規則
(H25.3.30茨城県規則
第30号)

報酬関係 －

児童福祉法に基づく
指定入所支援に要す
る費用の額の算定に
関する基準(H24.3.14
厚生労働省告示第123
号)

－ －

人員・
設備・
運営関
係

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づく指定地域
相談支援の事業の人
員及び運営に関する
基準(H24.3.13厚生労
働省令第27号)

－ － －

報酬関係 －

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律に基づく指定地域
相談支援に要する費
用の額の算定に関す
る基準(H24.3.14厚生
労働省告示第124号)

－ －

障害者支
援施設

障害児入
所施設

相談支援
事業

 

 

２ 運営指導方針 

指定障害福祉サービス事業者等に対する運営指導について、県では、実施方法等を規定した

「指定障害福祉サービス事業者等指導要項」及び「指定障害児事業者等指導要項」を制定し、

当該要項に基づいて実施しています。 

 

 

 

 

☆ 運営指導の対象は、特に必要と認められる場合を除くと、概ね３年に１回（指定児童発達支

援センター及び指定障害児入所施設は原則として毎年１回）の周期で実施することとしており

ます。 
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（１）運営指導の流れ 

 

実施計画 
・ 原則として午前又は午後の半日単位でスケジュール作成 

 （一般検査と同時実施、対象サービスが多数の場合、終日もあり） 

 

実施通知 
・指導日の概ね１～２か月前までに事業所あてに実施通知を送付 

 （「事前提出書類」及び「当日用意する書類」を記載） 

 

準  備 
・ 事前提出資料及び自主点検調書の作成（様式は障害福祉課ＨＰに掲載） 

・ 指導当日に用意する資料の保管状況を確認・整理 

 

事前提出 

・ 事前確認が必要のため、概ね２週間前までに提出（提出先：福祉人材・

指導課福祉監査室） 

  ※ 御協力をお願いします。 

 

当日対応 

・ 原則、福祉人材・指導課福祉監査室職員２人で訪問（人数は増える場

合もあり。また、市町村職員等が同行します。） 

・ 事業者側対応者は、管理者又はサービス管理責任者（児童発達支援管

理責任者）など、運営全般について御説明いただける方 

・ 必要に応じて他の従業者、場合により利用者から聞き取りもあり 

 

結果通知 

改善報告 

・ 運営指導結果は、指摘の有無に関わらず文書で通知 

・ 指摘事項については、改善状況をまとめ結果通知から概ね１か月後ま

でに改善報告書を提出 

・ 指導事項の改善が報告書で確認できたら運営指導は完了 

※ 改善報告書の内容について、実地に確認する必要があるときは、

再度指導を行う場合もあり 

 

 

 

 

 

 

☆ 運営指導中に、次に該当する状況を確認した場合は、運営指導を中止し、直ちに監査を

行う場合もあります。 

① 著しい運営基準違反が確認され、利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれ 

があると判断した場合 

② 自立支援給付等に係る費用の請求に誤りが確認され、その内容が著しく不正な請求と 

認められる場合 
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（２）運営指導の際の準備書類 

運営指導の際に準備していただく標準的な書類は次のとおりとなります。 

① 事前提出書類 

 運営指導日前に提出していただく資料です。  

① 運営指導事前提出資料  ※ 県ホームページに様式掲載 

・事業概要 

・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 

・利用者状況一覧表 

・給付費等の算定に係る体制等状況一覧表 

② 障害福祉サービス事業等 自主点検調書  ※ 県ホームページに様式掲載 

③ 運営規程 

④ 重要事項説明書 

⑤ 事業所の平面図又は見取り図 

⑥ 事業所の広告、パンフレット等 

 

② 当日準備書類 

  指導日当日に、検査会場にご用意いただく関係書類です。なお、必要に応じて下記の書類

以外にも確認させていただく場合があります。 

 ア 人員に関する書類 

① 職員勤務表（出勤簿） 

② 資格証（修了証）の写し 

③ 就業規則 

④ 雇用契約書（労働条件通知書） 

⑤ 賃金（給与）台帳 など 

 

 イ 運営に関する書類 

① 定款 

② 指定申請書類（変更届を含む） 

③ サービス利用契約書 

④ 受給者証の写し 

⑤ 個別支援計画 

⑥ ケース記録 

⑦ 利用者負担額等の領収書の控え 

⑧ 緊急時の連絡体制に関する書類 

⑨ 苦情対応マニュアル など 

 

 ウ 報酬請求に関する書類 

① 請求書 

② 介護等給付費明細書 

③ サービス提供実績記録票 など 
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３ 自己点検の励行 

 

（１）自主点検調書の活用 

運営指導に当たっては、事前に「障害福祉サービス事業等 自主点検調書」の作成により、

セルフチェックをしていただいた上で、当日の指導や助言を行います。 

運営指導が行われない年度においても、「自主点検調書」の活用による、自主的な事業運営

のチェックを年１回程度、定期的に実施してください。 

 

 

 

 

 

 

 

☆ 自主点検調書には、法令（指定基準・厚労省解釈通知・報酬告示等）で求められているポ

イントを掲載しており、是正が必要な箇所の発見やサービスの改善、基本的な制度内容の理

解に役立つ内容となっています。 

☆ 運営指導時において確認した誤りの中には、自主点検調書による点検を行っていれば容易

に防げるものが多数あります。 
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Ⅱ 運営指導の実施状況（令和５年度・４年度） 

 

（１）実施件数及び指摘件数 

ｻｰﾋﾞｽ数

（R5.3時点）
実施

ｻｰﾋﾞｽ数
うち指摘
ｻｰﾋﾞｽ数

指摘件数
実施

ｻｰﾋﾞｽ数
うち指摘
ｻｰﾋﾞｽ数

指摘件数

障害福祉サービス 1,975 451 267 825 410 286 1,033

居宅介護 240 55 32 92 24 13 43

重度訪問介護 207 47 26 72 23 9 33

同行援護 66 16 8 16 5 5 16

行動援護 40 9 3 7 1 1 4

療養介護 4 3 0 0 2 2 3

生活介護 247 49 26 78 70 42 121

短期入所 184 37 16 49 62 37 102

自立訓練(機能訓練) 16 7 6 17 3 3 6

自立訓練(生活訓練) 47 11 9 31 13 11 33

宿泊型自立訓練 5 0 0 0 2 2 3

就労移行支援 144 35 22 77 37 29 124

就労継続支援(Ａ型) 103 27 16 42 16 14 65

就労継続支援(Ｂ型) 366 83 53 165 75 53 221

就労定着支援 23 2 0 0 14 11 30

自立生活援助 4 0 0 0 2 2 4

共同生活援助 279 70 50 179 61 52 225

障害者支援施設

施設入所支援 76 11 2 3 36 17 30

地域相談支援 97 14 4 6 0 0 0

地域移行支援 49 7 2 3 0 0 0

地域定着支援 48 7 2 3 0 0 0

障害児通所支援 684 167 107 319 201 134 416

児童発達支援 251 62 38 109 69 43 131

児童発達支援(センター) 4 4 1 1 3 1 2

放課後等デイサービス 397 94 65 198 112 86 273

居宅訪問型児童発達支援 3 2 1 5 1 0 0

保育所等訪問支援 29 5 2 6 16 4 10

障害児入所施設 12 11 0 0 12 5 10

障害児入所支援 7 7 0 0 7 2 5

医療型障害児入所支援 5 4 0 0 5 3 5

合計 2,844 654 380 1,153 659 442 1,489

サービス区分

令和5年度 令和4年度
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（２）指摘項目別の指摘件数 

第１  基本方針・一般原則 0 0% 15 1%

第２　人員に関する基準 37 3% 40 3%

1 従業者の員数(生活支援員、看護職員等) 24 2% 22 1%

2 サービス提供(児童発達支援管理)責任者 10 1% 16 1%

3 管理者 3 0% 2

4 利用者数の算定 0 0

5 職務の専従 0 0

6 従たる事業所設置の場合の特例 0 0

7 訪問による指定自立訓練 0 0

第３　設備に関する基準 0 0% 0 0%

第４　運営に関する基準 1,052 91% 1,384 93%

1 内容及び手続の説明及び同意 164 14% 295 20%
2 契約支給量（契約内容）の報告等 4 0% 5 0%
3 提供拒否の禁止 0 0
4 連絡調整（要請）に対する協力・あっせん調整 0 0
5 サービス提供困難時の対応 0 0
6 受給資格の確認 0 0
7 介護(訓練等)給付費等の支給(決定)の申請に係る援助 0 0
8 心身の状況等の把握 0 0
9 指定障害福祉サービス事業者等との連携等 0 0

10 身分を証する書類の携行 0 0
11 サービスの提供の記録 2 0% 2 0%
12 利用定員 0 0
13 開始及び終了(入退居)・居住地変更への対応 0 0
14 入退所(居)の記録の記載等 3 0% 0

15
指定事業者が支給決定障害者等に求めることのできる金銭の支払

の範囲等
8 1% 16 1%

16 利用者負担額等の受領 20 2% 41 3%
17 利用者負担額に係る管理 0 0
18 給付費等の額に係る通知等 19 2% 7 0%
19 取扱方針 8 1% 1 0%
20 計画の作成（書類の交付） 32 3% 39 3%
21 サービス提供(児童発達支援管理)責任者の責務 0 0
22 管理者の責務（管理者による管理等） 45 4% 16 1%
23 同居家族に対するサービス提供の禁止 0 0
24 （その他の）サービスの提供 0 0
25 検討等 0 0
26 相談及び援助 0 0
27 （機能）訓練・指導等 0 0
28 雇用契約の締結等 0 0
29 看護・介護・家事等 0 0
30 生産活動・就労 0 0
31 工賃の支払・賃金 23 2% 5 0%
32 実習の実施 0 4 0%
33 求職活動の支援等 0 0
34 職場への定着のための支援 0 0
35 就職状況の報告 0 0
36 利用者及び従業者以外の者の雇用 0 0
37 社会生活上の便宜の供与等 0 0
38 地域生活移行のための支援 0 0
39 食　事 0 0
40 実施主体 0 0
41 事業所の体制・支援体制の確保 2 0% 0
42 障害福祉サービスの提供に係る基準 0 0
43 健康管理 0 0

指摘項目 R5 R4
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44 緊急時等の対応 0 0
45 入院期間中の取扱い 0 0
46 支給決定障害者等に関する市町村への通知 0 0
47 運営規程 93 8% 182 12%
48 介護等の総合的な提供 0 0
49 勤務体制の確保等 91 8% 170 11%
50 定員の遵守 41 4% 28 2%
51 非常災害対策 118 10% 89 6%
52 設備及び備品等 0 0
53 衛生管理等 0 18 1%
54 協力医療機関等 3 0% 10 1%
55 掲　示 1 0% 7 0%
56 秘密保持等 37 3% 13
57 情報の提供等（広告） 2 0% 0
58 利益供与(収受)等の禁止 0 0
59 苦情解決 2 0% 17 1%
60 事故発生時の対応 4 0% 2 0%
61 会計の区分 63 5% 40 3%
62 身体拘束等の禁止 141 12% 200 13%
63 地域との連携等（関係機関との連絡調整） 1 0% 0
64 記録の整備 1 0% 6 0%
65 経過措置・特例 0 0
66 虐待の禁止 124 11% 171 11%
67 懲戒に係る権限の乱用禁止 0 0
68 障害児に係る給付金の金銭管理 0 0
69 障害福祉サービスの体験的利用支援 0 0
70 体験的な宿泊支援 0 0
71 給付金として支払いを受けた金銭の管理 0 0
99 その他（　　　　　　　　　　　　　　） 0 0

第５　多機能型（一体型）に関する特例 0 0% 0 0%

第６　変更の届出等 25 2% 6 0%

第７　給付費の算定及び取扱い 39 3% 44 2%

1 基本事項 17 1% 13 1%
2 ○○サービス費・○○給付費 0 0
3 各種加算 22 2% 31 2%

第８　その他 0 0% 0 0%

計 1,153 100% 1,489 100%  
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（３）令和５年度主な指摘事項 

１ 人員に関する基準 

（１）従業者の員数 

・看護職員が不在になっているので、早急に改善を図ること。 

・世話人の人員配置について、人員基準を満たしていない（常勤換算方法で利用者の数を

６で除した数以上）ので、改善すること。 

・児童指導員又は保育士のうち、１人以上は、常勤とすること。 

・常勤として勤務する生活支援員について、勤務状況から常勤であるとは認められない期

間があったので、人員基準を遵守すること。 

 ・従業者の多数が各職種を兼務しているので、従事する業務や時間帯を明確にし、従業者

及び業務の管理を行い、人員に関する基準を満たしていることを確認すること。 

 

（２）サービス提供責任者 

・サービス管理責任者が不在となっているので、早急に改善すること。 

・サービス管理責任者が必要な研修を修了しておらず、サービス管理責任者の欠如となっ

ているため早急に改善をすること。 

  

２ 運営に関する基準 

（１）内容及び手続の説明及び同意 

 ・重要事項説明書に、「事故発生時の対応」及び「第三者評価の実施状況」について追記す

ること。 

 ・利用契約書の利用期間について、支給決定期間を超えないよう、規定内容を見直すこと。 

・サービス提供に当たり、利用契約書を作成せず、重要事項説明書の交付のみで、サービ

ス提供を行っていることから、現にサービス提供を行っている利用者に対し、改めて利

用契約書を作成、交付すること。 

 

（２）利用者負担額等の受領 

 ・利用者から食材料費及び光熱水費を月ごとの定額で徴収しているが、精算が行われてい

ないので、一定の期間ごとに精算し、残金が生じた場合は、利用者にその残金を返還す

ること。 

 ・サービス提供される便宜に要する費用のうち、支給決定障害者から受けることのできる

もの以外の支払いを受ける場合、当該費用に係る内訳を記載した請求書等を交付するこ

と。 

 

（３）計画の作成 

 ・個別支援計画の作成後、モニタリングを行うとともに､少なくとも 6月に 1回以上計画の

見直しを行い､必要に応じて計画の変更を行うこと。 

・モニタリングに当たっては、利用者及びその家族等と連絡を継続的に行い、特段の事情

のない限り、定期的に利用者に面談し、かつ、モニタリングを行い、その結果を記録す

ること。 

 ・サービス管理責任者は、サービスの提供に当たる担当者等からの個別支援計画案に関す

る意見について記録すること。 

 

（４）管理者の責務 

・常勤及び常勤換算方法により配置する生活支援員、世話人については、出勤簿等を整備

し、人員基準の遵守と従業員の管理を適正に行うこと。 
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・役員であっても従業員として勤務する場合は、出勤簿を作成すること。 

 ・一部の従業員について、雇用契約書が更新されていないので、事業所の従業員によって

当該サービスが提供されていることが明確となるよう、雇用契約書を取り交わしておく

こと。 

 

（５）運営規程 

 ・運営規程について、基準改正に伴う「虐待防止」及び「身体拘束の適正化」に係る規定

内容の見直しを行うこと。 

 ・人員基準の見直しにより、令和 5 年 4 月 1 日から「障害福祉サービス経験者」は廃止さ

れたので、運営規程（第 4 条第 1項第 2号）及び重要事項説明書（３及び４）を修正す

ること。 

 

（６）勤務体制の確保等 

 ・セクシャルハラスメントやパワーハラスメントにより従業者の就業環境が害されること

を防止するための方針を策定するとともに、その内容について従業者に対し周知徹底を

図るなど、必要な措置を講じること。 

 

（７）定員の遵守 

 ・利用定員を超えてサービスの提供を行っている期間があるので、減算の対象とならない

場合であっても、障害児の処遇等について十分配慮すること。なお、定員超過が恒常的

に継続する場合は、改善策を検討すること。 

 

（８）非常災害対策 

 ・非常災害（風水害含む）に関する具体的な計画を作成し、当該計画を定期的に従業者に

周知すること。 

 ・現在運用している非常災害に関する計画に、風水害対策を盛り込むこと。 

 ・定期的に避難、救護その他必要な訓練を行うこと。なお、避難訓練等を実施した際は記

録等を行うこと。 

 ・消火設備（消火器）の有効期限が超過しているなど管理が不十分なので、災害に際して

必要な設備を設けること。 

 

（９）会計の区分 

 ・事業所ごとに経理を区分するとともに、事業の会計をその他の事業の会計と区分するこ

と。 

 

（10）身体拘束等の禁止 

 ・身体拘束等の適正化を図るため、検討委員会を定期的に開催しその結果について従業者

に周知徹底を図るとともに、指針の整備、従業者に対する研修を定期的に実施するなど

必要な措置を講じること。 

 

（11）虐待の禁止 

 ・虐待の発生を防止するため、検討委員会を定期的に開催しその結果について従業者に周

知徹底を図るとともに、従業者に対する研修を定期的に実施することや、これらの措置

を適切に実施するための担当者を置くなど必要な体制を整備すること。 

 

 

 



11 
 

３ 給付費の算定及び取扱い（報酬） 

（１）基本的事項 

 ・児童指導員又は保育士の合計数が人員基準を満たしていない期間があったと思料される

ので、当該期間等を精査のうえ、必要に応じてサービス提供職員欠如減算等の措置を行

うこと。 

 ・児童発達支援管理責任者が配置されていない期間が認められたので、当該期間等を精査

のうえ、同管理者が未配置となる期間については、必要に応じて減算（給付額の返納）

等の措置を行うこと。 

 ・個別支援計画が適正に作成されていない状況でサービス提供を行っていたことが認めら

れた。個別支援計画未作成の期間を精査のうえ、減算（給付額の返納）の手続きを行う

こと。 

・定員超過利用減算に該当する期間があったので、関係市区町村に給付費の過誤申立を行

うこと。 

 

（２）各種加算 

 ・児童指導員等加配加算において、加算要件を満たしていないと思料される期間があった

ので、児童指導員等の配置状況及び期間について精査のうえ、必要に応じて減算（給付

額の返納）等を行うこと。 

 ・福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）の算定において加算要件を満たしていない期間があった

ので、算定要件に合致していない期間については、過誤等の措置を行うこと。 

・常勤看護職員等配置加算について、定員超過減算の対象期間は算定できないので、加算

非該当の過誤等の措置を行うこと。 

 ・夜間支援等体制加算（Ⅰ）の算定においては、利用者の状況に応じ、就寝準備の確認や

寝返り・排泄の支援等の夜間支援の内容を個別支援計画に位置付けること。 


